
時間外労働の上限規制及び改正改善基準告示の
適用開始に向けた周知について

厚生労働省 埼玉労働局労働基準部監督課

第13回トラック輸送における取引環境・労働時間改善埼玉県地方協議会

資料２



１ 時間外労働の上限規制と改正改善基準告示の概要
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働き方改革関連法の施行状況

H30.６ 働き方改革関連法成立

・時間外・休日労働時間の上限規制
・年５日の年次有給休暇の取得義務
・勤務間インターバル制度導入の努力義務 等

H31.４ 働き方改革関連法の施行（一部を除く）

R２. ４ 中小企業への時間外・休日労働時間の上限規制の施行

R５. ４ 中小企業の月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率引き上げ（50％）

の施行

R６. ４ 適用猶予業種への時間外・休日労働時間の上限規制の施行

・建設業

・自動車運転の業務

・医師 など

現在
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自動車運転の業務に係る時間外労働の上限規制

特にトラックドライバーでは長時間労働の背景に、取引慣行上の問題が見られる

（例）速やかな荷物の配達を依頼されることによる長時間の運転

（例）荷物の積みおろしの際に発生する長時間の待機

（例）荷物の積みおろしに伴う荷役作業

※2024年４月から適用開始

※ 改正された「改善基準告示」も2024年４月から適用される

法改正後

（例外）

法律による上限 年960時間
（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

１年間（12か月）

法改正前 上限なし

法定労働時間

限度時間

特別条項
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改正改善基準告示の概要

＜１日の拘束時間＞
【現行】１３時間以下最大１６時間、１５時間超は週２回以内
【改正後】
１３時間以下最大１５時間１４時間超は週２回までが目安
※ 長距離・泊付きの場合は、１６時間が週２回まで可

＜１日の休息期間＞
【現行】継続８時間以上
【改正後】
継続１１時間以上とするよう努めることを基本、９時間を下限
※ 宿泊を伴う長距離の場合は、８時間下限が週２回まで可。

その場合、運行終了後１２時間以上を確保

＜年・月の拘束時間＞
【現行】２９３時間以内など
【改正後】
（原則） 年３,３００時間以内かつ月２８４時間以内
（例外）年３,４００時間以内かつ月３１０時間以内
※ １か月の時間外・休日労働が１００時間未満となるよう努める

＜その他＞
・予期しえない事象に遭遇した場合の特例（新設）

〇 主な改正内容
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２ 埼玉労働局における周知のための取組
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令和５年度の埼玉労働局の取組について①

説明会の実施

労働基準監督署の労働時間相談・支援班の取組

労働時間適正化指導員による個別訪問

令和６年４月から、時間外労働の上限規制と改正改善基準告示が適用が開始されることを踏まえ、

労働局・労働基準監督署において道路貨物運送事業者を対象に時間外労働の上限規制及び改善基準

告示の改正内容を主とする説明会を実施。

令和５年度実績：埼玉県トラック協会主催の説明会や労働基準監督署の労働時間等説明会 等

計43回 957事業場（令和6年２月末速報値）

中小企業事業主向けに労働時間制度の見直しや時間外労働削減に向けた取組について、訪問支援や
個別相談を実施。

令和５年度実績：訪問支援345事業場（うち道路貨物運送業36事業場）（令和６年２月末速報値）

運輸交通業を中心に事業主や労務管理担当者に労働基準関係法令の理解を深めていただくことや
ドライバーの労働条件等の改善のための取組を自主的に行っていただくことを目的として、労働時

間管理適正化指導員による個別訪問を実施。

令和５年度実績：24事業場（うち道路貨物運送業13事業場）（令和６年２月末速報値）
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労働局長のベストプラクティス企業訪問

令和５年度の埼玉労働局の取組について②

令和５年11月27日、「過労死等防止啓発月間」における「過重労働解消キャンペーン」の一環と
して、久知良埼玉労働局長が團村埼玉運輸支局長と合同で、県内の時間外労働削減や社員の定着率
向上など働き方改革に積極的に取り組んでいるベストプラクティス企業を訪問しました。

トーエイ物流株式会社（所在地：埼玉県久喜市菖蒲町三箇379）

代 表 者 : 代表取締役社長 遠藤 長俊
設 立 : 昭和38年
社 員 数 : 529名（令和５年10月現在）
事業内容: 運送業（一般貨物）、倉庫業、梱包事業、流通加工業

働き方改革の取組概要

【取組１】倉庫管理システム（WMS）などDX化の推進による時間外労働の削減
【取組２】荷主企業（取引先）の協力によるドライバーの荷待時間を削減
【取組３】新入社員等の研修を充実、育成に力を入れて、社員の定着率を向上

＜訪問企業の概要＞

＜時間外労働の実績（一人当たり月平均）＞

2014年度 月平均43.5時間
⇒ 2023年度 月平均18.5時間

ハンディーターミナルを用いた
倉庫作業の説明を受ける様子

労働局長、運輸支局長と若手社員
との意見交換の様子

詳細は埼玉労働局
のＨＰへ
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〇 令和４年12月23日の改善基準告示の改正に伴い、都道府県労働局に「荷主特別対策チーム」を編成し、

長時間の恒常的な荷待ちを 発生させないこと等について、発着荷主等に対して要請する取組を開始しました。

荷主特別対策チームの概要

「荷主特別対策チーム」は、都道府県労働局に新たに任命する荷主特別対策担当官を

中心に、トラック運転者の労働条件の確保・改善に知見を有する都道府県労働局・労働

基準監督署のメンバーにより編成しています。

２ .労働基準監督署が発着荷主等に対して要請します

労働基準監督署が、発着荷主等に対し、①長時間の恒常的な荷待ちの改善に努めること、

②運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知し、トラック運転者がこれを遵守できるよ

う協力すること、などを要請します。

３ .都道府県労働局が長時間の荷待ちなどの改善等に向け発着荷主等

に働きかけます

都道府県労働局のメンバーが、労働基準監督署から要請された事項に発着荷主等が積極

的に取り組めるよう、荷待ち時間等の改善に係る好事例の紹介等のアドバイスを行います。

４ .長時間の荷待ちに関する情報を収集します

厚生労働省ホームページに、「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」

（※）を新設し、発着荷主等が長時間の荷待ちを発生させていると疑われる事

案などの情報を収集し、その情報を基に、労働基準監督署が要請等を行います。

荷主特別対策チーム

※ URL:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/nimachi.html

1 .トラック運転者の労働条件の確保・改善に知見を有するメンバー

で編成されています
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「トラックＧメン」設置に伴う国土交通省との連携強化（令和５年10月～）
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「トラックＧメン」設置に伴う国土交通省との連携強化（令和５年10月～）

〇 賃金水準の向上に向けて、賃金の原資となる適正な運賃を支払うことの周知を開始しました。（「標準的な運賃」の周知）

令和５年10月～
「標準的な運賃」についても周知

発着荷主等に対する要請時に配布するリーフレット 「ＳＴＯＰ！ 長時間の荷待ち」
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自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

〇 運送事業者、荷主等に向けて、「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けた

ガイドライン」や、上限規制、改善基準告示などに関する情報発信を行うポータルサイト。
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国民向け周知広報について （令和５年６月28日～）

〇 働き方改革関連法に基づき、時間外労働の上限規制の適用が猶予されている自動車運転者、建設の事業等

についても、令和６年４月１日から上限規制が適用されます。

〇 上限規制の円滑な適用に向けては、国民の理解や社会的な機運の醸成も不可欠。このため、令和５年６月

以降、自動車運転の業務、建設の事業に関して、国民向けの広報を順次実施。

国民向け広報内容（ＰＲイベントの開催、動画、ポスターの作成など）

自動車運転者・建設の事業で働く方について、荷主や発注者等の都合

で長時間労働になるケースがあること。

自動車運転者・建設の事業での働き方を変えていくために、荷主、発

注者、そして国民にもできることのご協力をいただきたいこと。

（例：再配達の削減など）

【イメージキャラクター】小芝風花さん（俳優）

PRイベント（６月28日開催）

加藤前厚生労働大臣、斉藤国

土交通大臣がご出席。
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働き方改革ＰＲ動画「はたらきかたススメ（トラック編）」（令和５年７月28日公開）

動画のポイント（知っていただきたいこと）

トラックドライバーは、自動車運転の業務の中でも、特に労

働時間が長い業務であり、大型トラックでは全産業平均と比

べて、年間労働時間が400時間程度長い状況にあること。

トラックドライバーにとっては、荷物の積み下ろしの際の待

機時間が負担となっており、荷主の立場から何も対策をしな

ければ、2024年度には約14％、2030年度には約34％の輸

送能力が不足する可能性があると言われていること。

トラックドライバーが決められた時間内で効率よく業務を行

えるよう、荷主の方にも、トラック事業者等から待ち時間の

ことなどで相談があれば、協力して問題解決に取り組み、待

機時間の削減等にご協力をいただきたいこと。

また、一般国民の立場においても、なるべく再配達にならな

いような配慮をお願いしたいこと。
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働き方改革推進支援センター

〇 就業規則の作成方法、賃金規定の見直し、労働関係助成金の活用

など、『働き方改革』に関連する様々なご相談に総合的に対応し、

支援することを目的として、全国47都道府県に設置。

働き方改革推進支援センターの取組

★ 以下の４つの取組をワンストップで支援します。

① 長時間労働の是正

② 同一労働同一賃金等非正規雇用労働者

の待遇改善

③ 生産性向上による賃金引上げ

④ 人手不足の解消に向けた雇用管理改善

例えば、
以下のようなことを
総合的に検討して支援！

・弾力的な労働時間制度

・業種に応じた業務プロ
セス等の見直し方法

・利用できる国の助成金

働き方改革推進支援センター
（47都道府県に設置）

▶ ご希望に応じて、労務管理・企業経営
等の専門家が企業への個別訪問によ
りコンサルティングを実施
（就業規則や賃金制度等の見直し、労
働時間短縮 など）

商工会議所・商工会、中央会等で、
セミナーの開催や出張相談会を実施

▶ 電話・メール、来所による相談
（労働時間制度、賃金制度等に
関する一般的な相談）

中小企業等

地域の商工会議所・商工会等

▶ 身近な場所での、セミナーや
出張相談会への参加

＋
出張所

埼玉働き方改革推進支援センター
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２ 事業の概要・スキーム

○生産性向上に向けた設備投資等の取組に係る費用を助成し、労働時間の削減等の導入に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主を支援。
○令和６年４月から時間外労働の上限規制が適用される業種等については、他の業種と比べ労働時間が長い実態があることも踏まえ、引き続き支援を実施。

１ 事業の目的

働き方改革推進支援助成金

令和６年度当初予算案 71億円（68億円）※（）内は前年度当初予算額
労働保険特別会計 一般

会計労災 雇用 徴収

○

コース名 成果目標 助成上限額※１（補助率原則3/4（団体推進コースは定額））

業種別課題対応コース
（長時間労働等の課題を抱え
る業種等を支援するため、労
働時間の削減等に向けた環境
整備に取組む中小企業事業主
に助成）

建設事業
以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②所定休日の増加

成果目標の達成状況に基づき、①～②の助成上限額を算出
①月80H超→月60H以下：250万円※２
②４週４休→４週８休：100万円

自動車運転の業務
以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②新規に10時間以上の勤務間インターバル制度を導入

成果目標の達成状況に基づき、①～②の助成上限額を算出
①月80H超→月60H以下：250万円※２
②11H以上：170万円※３

医業に従事する医師

以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②新規に９時間以上の勤務間インターバル制度を導入
③医師の働き方改革の推進

成果目標の達成状況に基づき、①～③の助成上限額を算出
①月80H超→月60H以下：250万円※2
➁11H以上：170万円※４
③50万円

砂糖製造業
（鹿児島県・沖縄県に限る）

36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減 月80H超→月60H以下：250万円※２

労働時間短縮・年休促進支援コース
（労働時間の削減や、年次有給休暇の取得促進に向けた環境整備に
取組む中小企業事業主に助成）

以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②年休の計画的付与制度の整備
③時間単位の年休の整備及び特別休暇の整備

成果目標の達成状況に基づき、①～③の助成上限額を算出

①月80H超→月60H以下：200万円※５
②25万円 ③25万円

勤務間インターバル導入コース
（勤務間インターバルを導入する中小企業事業主に対し助成）

新規に９時間以上の勤務間インターバル制度を導入すること 導入した勤務間インターバルの時間数に応じて、以下の助成上限額となる
・９～11H：100万円 ・11H以上：120万円

団体推進コース
（傘下企業の生産性の向上に向けた取組を行う事業主団体に対し助成）

事業主団体が、傘下企業のうち１/2以上の企業について、そ
の取組又は取組結果を活用すること

上限額：500万円
複数地域で構成する事業主団体（傘下企業数が10社以上）の場合
上限額：1,000万円

合計250万円

合計470万円

合計420万円

合計350万円

※１ 賃上げ加算制度あり（団体推進コースを除く）：賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて
助成金の上限額を更に15万円～最大150万円加算（５％以上の場合は、24万円～最大240万円加算）。
（常時使用する労働者数が30人以下の場合は加算額が倍になる。）

※２ 36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減幅によって以下の助成上限額となること。（※５においても同様）
月80H超→月60～80H：150万円／月60～80H→月60H以下：200万円

※３ 10H～11Hの勤務間インターバルを導入した場合は、助成上限額150万円
※４ ９H～10Hの勤務間インターバルを導入した場合は、助成上限額120万円、

10～11Hの勤務間インターバルを導入した場合は、助成上限額150万円
※５ 月80H超→月60～80H：100万円／月60～80H→60H以下：150万円

○実施主体：都道府県労働局 ○令和４年度支給件数 5,789件 支給額 54億円

○助成対象となる取組（生産性向上等に向けた取組）：①就業規則の作成・変更、②労務管理担当者・労働者への研修（業務研修を含む）、
③外部専門家によるコンサルティング、④労務管理用機器等の導入・更新、
⑤労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新、⑥人材確保に向けた取組

（団体推進コースは、①市場調査、②新ビジネスモデルの開発、実験、③好事例の周知、普及啓発、④セミナーの開催、⑤巡回指導、相談窓口の設置 等）
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